
事業再構築補助金とは 

新型コロナウイルスの影響で経営が困難

に陥っている中小企業の再建を支援するた

めに、政府が創設した補助金です。この補

助金を受け取るには、企業が事業再構築計

画を作成し、申請する必要があります。こ

こで、事業再構築補助金の採択事例につい

ての特徴をまとめてみます。 

 

デジタル化・オンライン化への投資を 

新型コロナウイルスの影響で、企業がデ

ジタル化やオンライン化に力を入れる必要

性が高まっています。そのため、事業再構

築補助金を受け取った企業の多くは、自社

のビジネスモデルをデジタル化するための

投資を行っています。例えば、オンライン

ショップの開設や SNS を活用したマーケテ

ィング、テレワークやオンライン会議ツー

ルの導入などが挙げられます。 

 

革新的なアイデアや技術を持つ企業が有利 

事業再構築補助金は、新しいビジネスモ

デルを構築し、より競争力のある企業を目

指すための支援をすることが目的です。そ

のため、革新的なアイデアや技術を持つ企

業が採択される傾向があります。 

例えば、AIや IoTを活用した製品やサー

ビスを開発する企業、持続可能なエネルギ

ーを利用したビジネスを展開する企業、新

しい素材や製造技術を用いた製品を提供す

る企業などが挙げられます。 

 

従業員を大切にする企業も採択されやすい 

事業再構築補助金は、企業の再建だけで

なく、雇用の維持や創出にも着目していま

す。そのため、従業員を大切にする企業が

採択される傾向があります。 

例えば、従業員のスキルアップやキャリ

アアップ支援を行う企業、従業員の健康管

理やワークライフバランスに配慮した福利

厚生を提供する企業、地域社会との協力関

係を重視する企業などが、採択されやすい

傾向があります。 

 

ただし、採択基準は常に変化する可能性

があります。企業が申請書類を提出する前

に最新の採択基準について確認し、適切な

事業再構築計画を策定することが重要です。 
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事業再構築補助金 

採択される事業計画の特徴と対策 

自社の強みを

生かして新し

い価値を生み

出せるかも特

徴ですね。 
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